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〔消費生活に関する市民意識のまとめ〕 
 
１ 調査の方法  

令和３年度の市政世論調査として、「消費生活について」の調査を実施した。  
なお、平成３０年度と平成２６年度にも同様の調査を行っている。（質問内容は若

干違っている。）  
 

２ 調査の結果  
（１）消費生活センターの認知度  

「相談や利用したことがある」などよく知っている人は、約 35%で、前々回の調

査とあまり変わっていない。（前回は調査せず）  
 

 
（２）関心のある消費者問題  

割合は変わっているが、「食品の安全性」と「悪質、詐欺商法」は、ともに約 30%
と関心が高い。（前々回は調査せず）  
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関心のある消費者問題

食品の安全性（偽装表示等） 商品などの欠陥や不具合等による事故

悪質、詐欺商法（振り込め詐欺等） インターネット（通信販売等）

資源、エネルギー（食品ロス等） 多重債務（消費者金融等）

その他 消費者問題に関心がない

不明・無回答
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（３）購入した商品・サービスからの被害や不安  
3 回の調査ともに「被害や不安は、なかった」割合が高く、今回は約 75%となっ

ている。トラブルとしては、「食品」が徐々に減少し約 5％、「電話・通信機器」は常

に高く約 6%となっている。  
 

 
サービスでも被害にあっていない割合は約 75%となっている。トラブルとしては、

「通信」が一番高く約 6%、次いで「交通」「電気・ガス・水道」が約 3%で並んでい

る。  
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（４）消費者トラブルの相談先  
消費者トラブルの相談先として、消費生活センターは約 5%で 3 回の調査ともほ

ぼ変わっていない。相談先としては、「家族」が約 23％で一番高いが割合は徐々に

減少している。また、「誰にも相談していない」割合が約 35％と徐々増加している。  
 

 
（５）消費生活センターに相談しなかった理由  
消費生活センターに相談しなかった理由の割合は、前回と大きく変わっていない。

（前々回調査せず）相談しなかった理由としては、「相談しても仕方がないと思った

から」が約 30%となっている。また、「相談できると思わなかったから」が 20％と

なっている。  
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消費者トラブルの相談先

消費生活センター 家族

友人 職場の人

警察 区役所、市役所

自治会役員、民生委員、地域包括支援センター その他

だれにも相談していない 不明・無回答
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消費生活センターに相談しなかった理由

時間がなかったから 相談できると思わなかったから 相談したくなかったから

相談しても仕方がないと思ったから その他 わからない

不明・無回答
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（６）クーリング・オフ制度の認知度  
クーリング・オフ制度について、「知らない」と答えた割合は約 7％とほとんどの

人が知っているが、「知っているが、内容はよくわからない」が約 40%を占めてい

る。（前、前々回調査せず）  
 

 
（１０）今後心がけたいと思う消費行動  
心がけたいと思う消費行動の割合は前回とほぼ変わっていない。「食品ロスの削減」

が約 35%で一番高く、次いで「地産地消」、「省エネの実践、マイバック・マイ箸等

の利用」と続いている。（前々回調査せず）  
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クーリング・オフ制度の認知度

1 クーリング・オフをしたことがある 2 内容まで正しく知っている

3 知っているが、内容はよくわからない ４ 知らない

不明・無回答
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３ まとめ  
〇消費生活センターの認知度や消費者トラブルなど前回、前々回の調査とほぼ同

じ傾向にある。  
〇関心のある消費者問題や消費者トラブルなどで、食品に関連した意識は減少し

ている。  
〇一方で、悪質、詐欺商法などへの関心が増加している。  
〇消費者トラブルの相談先として「誰にも相談してない」割合が増加している。

ネットでの検索や一人世帯が増加しているためか。  
〇消費生活センターへの相談は約 5%で、センターへの相談件数が約 3,000 件あ

ることから、計算上は潜在的には 60,000 件のトラブルがあることになる。  
〇消費生活センターに相談しなかった理由として、「相談しても仕方がないと思っ

たから」と「相談できると思わなかったから」を合わせると約 50％ある。セン

ターの役割の理解と信頼を得ることが求められている。  
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心がけたい消費行動

環境に配慮した商品やサービスの選択

省エネの実践、マイバッグ・マイ箸等の利用

フェアトレード（開発途上国の生産者に公正な労働を保証している貿易の仕組み）製品等の購入

地産地消（地域で生産したものを地域で消費する）

食品ロス（食べられるのに廃棄される食品）の削減

表示や説明を確認し、内容を理解したうえでの商品、サービスの選択

その他

特にない

不明・無回答





第４８回　市政世論調査（抜粋）






















